
  

様式第２号の１－②【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第２号の１

－①を用いること。 
 

学校名 静岡産業技術専門学校 

設置者名 学校法人静岡理工科大学 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

課程名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のあ

る教員等によ

る授業科目の

単位数又は授

業時数 

省令で定める

基準単位数又

は授業時数 

配

置

困

難 

専門課程 

（工業） 

みらい情報科 

夜 ・

通信 
420 320  

夜 ・

通信 
390 320  

コンピュータ科 

夜 ・

通信 
210 160  

夜 ・

通信 
210 160  

ＣＧ技術科 
夜 ・

通信 
780 240  

ゲームクリエイ

ト科 

夜 ・

通信 
690 240  

夜 ・

通信 
900 240  

建築科 
夜 ・

通信 
570 160  

ＣＡＤデザイン

科 

夜 ・

通信 
210 160  

夜 ・

通信 
780 160  

専門課程 

（商業実務） 

医療事務科 

夜 ・

通信 
630 160  

夜 ・

通信 
1090 160  

デジタル経営学科 
夜 ・

通信 
420 320  

専門課程 
(教育・社会福祉) 

こども保育科 

夜 ・

通信 
325 240  

夜 ・

通信 
355 240  



  

（備考） 

新課程・旧課程が混在する学科が７学科（みらい情報科・コンピュータ科・ゲームク

リエイト科・ＣＡＤデザイン科・医療事務科・こども保育科）存在する。 

上記学科については、上段に新課程・下段に旧課程を記載する。 

 

ＣＧ技術科は、募集停止しているため１年生は在籍していない。 

 

デジタル経営学科は、完成年度を迎えていないため２年生以上が在籍していない。 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 

静岡産業技術専門学校 ホームページ https://www.sangi.ac.jp/ 

 

 

３．要件を満たすことが困難である学科 

学科名 

（困難である理由） 

 

  



  

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。 
 

学校名 静岡産業技術専門学校 
設置者名 学校法人静岡理工科大学 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 
学校法人静岡理工科大学のホームページ（https://sist-net.ac.jp/information/）にて

「役員名簿」を公開 

 

 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤 
学校法人静岡理工科大学 

元理事長 

令和 5年 10月 1日～ 

令和 7年 9月 30日 
学校法人運営について

の意見 

非常勤 
物流等関連企業 

代表取締役会長 

令和 5年 10月 1日～ 

令和 7年 9月 30日 

学校法人運営について

の意見 

財務担当 

非常勤 
食品等関連企業 

代表取締役会長 

令和 5年 10月 1日～ 

令和 7年 9月 30日 
学校法人運営について

の意見 

非常勤 
物流等関連企業 

元相談役 

令和 5年 10月 1日～ 

令和 7年 9月 30日 
学校法人運営について

の意見 

非常勤 
大学 

名誉教授 

令和 5年 10月 1日～ 

令和 7年 9月 30日 

学校法人運営について

の意見 

学事顧問 

非常勤 
金融機関 

顧問 

令和 5年 10月 1日～ 

令和 7年 9月 30日 
学校法人運営について

の意見 

非常勤 
冷蔵倉庫業 

取締役会長 

令和 5年 10月 1日～ 

令和 7年 9月 30日 
学校法人運営について

の意見 

非常勤 
システム関連企業 

代表取締役社長 

令和 5年 10月 1日～ 

令和 7年 9月 30日 

学校法人運営について

の意見 

情報 IR担当 

（備考） 

 



  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 

学校名 静岡産業技術専門学校 

設置者名 学校法人静岡理工科大学 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

ディプロマポリシー、カリキュラムポリシーに従い作成されたカリキュラ

ム上の各科目が達成すべき科目のねらいを実現するために、毎年シラバス

作成ガイドラインに従い、授業計画を作成している。 

授業計画（シラバス）の作成過程及び公表について 

１０月～ 次年度授業計画策定 

１２月～ 教員への授業計画（シラバス）作成依頼 

      ・授業計画（シラバス）テンプレート配布 

      ・授業計画（シラバス）ガイドライン配布・説明 

１月～  授業計画（シラバス）回収・チェック 

２月～  授業計画（シラバス）見直し・修正 

３月～  授業計画（シラバス）公表 

授業計画書の公表方法 
静岡産業技術専門学校 ホームページ 

https://www.sangi.ac.jp/ 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 



  

（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

各学科の定めるディプロマポリシー（卒業認定・高度専門士／専門士授与

の方針）に掲げる資質・能力の習得状況等は、カリキュラムポリシー（教

育課程編成・実施の方針）の「成績評価の方法」に掲げる方法に加え、学生

生活上の客観的な指標、卒業対象学生に行うアンケート調査の状況、各種

資格取得・制作作品の状況、志望進路状況（専門領域への就職率及び進学

率等）から学修成果の達成状況を評価する。 

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

成績は、科目ごと４段階評語（優・良・可・不可）、素点（0～100点）による評価で

表す。不可及び 59 点以下は不合格となり単位を修得できない。また、成績評価をポイ

ントに変換し、その総和の平均を成績評価指標とする。成績証明書は、４段階評価の

評語で表示される。 

評語 素点 意味 ポイント 

優 80～100 点 到達目標をほぼ達成している。 4 

良 70～79 点 
不十分な点は認められるものの、到達目標を達

成している。 
2 

可 60～69 点 到達目標の最低限は満たしている。 1 

不可 0～59点 到達目標を充足していない。 0 

 

成績評価指数＝((4×優の科目数)+(2×良の科目数)+(1×科の科目数))÷科目数 

 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 
静岡産業技術専門学校 ホームページ 

https://www.sangi.ac.jp/ 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 



  

（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

本校を卒業する人材は、学則にある「学校教育法に基づき、工業分野における専門教

育による人間性豊かで創造性に富んだ技術者の育成と、商業分野における実務教育や

教育・社会福祉分野における実践教育を中心とした技術・知識教育による知性高く教

養部会有能な職業人や社会人の育成を通して、地域社会の発展に寄与する」ことが教

育目標であり、学科毎の専門教育を学習し、以下の能力等を有している。 

 ・専門分野についての基本的な技術・知識を習得し、社会のその分野の中で活用 

  することができる。 

 ・情報処理、キャリア教育等の基本的なスキルを身に着けている。 

 ・様々な立場の人々と協働して、問題を発見し解決にあたることができる。 

本校のディプロマポリシーに基づき、各学科のディプロマポリシーを設定する。 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 
静岡産業技術専門学校 ホームページ 

https://www.sangi.ac.jp/ 
 



  

様式第２号の４－②【⑷財務・経営情報の公表（専門学校）】 
 
※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第２号の４

－①を用いること。 
学校名 静岡産業技術専門学校 

設置者名 学校法人静岡理工科大学 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 
静岡理工科大学グループ ホームページ 

https://sist-net.ac.jp/information/ 
収支計算書又は損益計算書 同上 
財産目録 同上 
事業報告書 同上 
監事による監査報告（書） 同上 

 

  



  

２．教育活動に係る情報 

①学科等の情報 
 

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

工業 工業専門課程 みらい情報科  〇 

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

4年 昼 4,020 

単位時間／単位 

2,130 

単位時間

/単位 

1,890 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間／単位 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

100人 127人 1 人 4人 18人 22人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

クラウドコンピューティングやＩｏＴ(Internet of Things)など、次々に新しい技術

が登場する情報系分野において、幅広い視野と質の高い情報収集力を持ち、常に新し

いことにチャレンジする技術者の育成を目的とする。 

成績評価の基準・方法 

各期末に試験を行う。 

 成績表は、科目ごと４段階評語（優・良・可・不可）、素点（0～100点）による評

価で表す。不可および 59 点以下は不合格となり、単位を修得できない。また、成績

評価をポイントに変換し、その総和の平均値を成績評価指標とする。 

 成績証明書は、４段階評価の評語で表示される。 

評語 素点 意味 ポイント 

優 80～100点 到達目標をほぼ達成している。 4 

良 70～79点 不十分な点は認められるものの、到達

目標を達成している。 
2 

可 60～69点 到達目標の最低限は満たしている。 1 

不可 0～59点 到達目標を充足していない。 0 
成績評価指数= （（4×優の科目数）+（2×良の科目数）+（1×可の科目数））÷科目数 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

本校を卒業する人材は、学則にある「学校教育法に基づき、工業分野における専門

教育による人間性豊かで創造性に富んだ技術者の育成と、商業分野における実務教育

や教育・社会福祉分野における実践教育を中心とした技術・知識教育による知性高く

教養部会有能な職業人や社会人の育成を通して、地域社会の発展に寄与する」ことが

教育目標であり、学科毎の専門教育を学習し、以下の能力等を有している。 

 ・専門分野についての基本的な技術・知識を習得し、社会のその分野の中で活用 

  することができる。 

 ・情報処理、キャリア教育等の基本的なスキルを身に着けている。 

 ・様々な立場の人々と協働して、問題を発見し解決にあたることができる。 

 本科は専門士の認定を受けている。卒業する学生は教育課程表において必須となる

科目の全てにおいて不可を認めていない。進級においても同様である。また学年にお

ける総欠課時限数が当該学年における年間消化時限数の１５％以内であることも卒

業・進級の認定基準としている。 

 



  

学修支援等 

（概要） 

・クラス担任制を導入し、個人ごとの対応に努めている 

・補習、再テスト等の実施による習熟度向上対策の実施 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 32人 

（100％） 

1人 

（  3.1％） 

31人 

（  96.9％） 

0人 

（  0％） 

（主な就職、業界等） 

情報処理業界（ＩＴ・ソフトウェア開発） 

（就職指導内容） 

学校として専任の就職担当者を配置しかつ、クラス担任、就職活動ゼミ担当者による指

導体制を構築している。入学後からの計画的な就職活動準備を行い、教務と連携して学

習内容を活用できる就職内定を目指している。 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

データベーススペシャリスト １名 

ネットワークスペシャリスト １名 

情報処理安全確保支援士 ６名 

応用情報技術者 ９名 

基本情報技術者 ４２名 

（備考）（任意記載事項） 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  116人 2人  1.7％ 

（中途退学の主な理由） 

進路変更 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

学生、保護者、クラス担任（学校）の情報共有につとめるとともに、専門のカウンセ

ラーによる個別相談を実施するなどしている。 

 

  



  

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

工業 専門課程 コンピュータ科 〇  

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

2年 昼 2040 

単位時間／単位 

720 

単位時間

/単位 

1,320 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間／単位 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

80人 135人 5 人 4人 14人 18人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

授業は講義、演習により構成される。講義科目は情報分野における基礎学習、演習科

目は実際の技術的操作（プログラミング等）を基本としている。各学年の履修概要は

以下の通り。 

 １年次 コンピュータの基礎、プログラムの基礎を学び、基本情報技術者試験の合 

     格を目指す。 

 ２年次 システム開発をＰＢＬ体験型授業で実施。より実践的な演習科目中心とな 

     る。 

成績評価の基準・方法 

各期末に試験を行う。 

 成績表は、科目ごと４段階評語（優・良・可・不可）、素点（0～100点）による評

価で表す。不可および 59 点以下は不合格となり、単位を修得できない。また、成績

評価をポイントに変換し、その総和の平均値を成績評価指標とする。 

 成績証明書は、４段階評価の評語で表示される。 

評語 素点 意味 ポイント 

優 80～100点 到達目標をほぼ達成している。 4 

良 70～79点 不十分な点は認められるものの、到達

目標を達成している。 
2 

可 60～69点 到達目標の最低限は満たしている。 1 

不可 0～59点 到達目標を充足していない。 0 
成績評価指数= （（4×優の科目数）+（2×良の科目数）+（1×可の科目数））÷科目数 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

本校を卒業する人材は、学則にある「学校教育法に基づき、工業分野における専門教

育による人間性豊かで創造性に富んだ技術者の育成と、商業分野における実務教育や

教育・社会福祉分野における実践教育を中心とした技術・知識教育による知性高く教

養部会有能な職業人や社会人の育成を通して、地域社会の発展に寄与する」ことが教

育目標であり、学科毎の専門教育を学習し、以下の能力等を有している。 

 ・専門分野についての基本的な技術・知識を習得し、社会のその分野の中で活用 

  することができる。 

 ・情報処理、キャリア教育等の基本的なスキルを身に着けている。 

 ・様々な立場の人々と協働して、問題を発見し解決にあたることができる。 

 本科は専門士の認定を受けている。卒業する学生は教育課程表において必須となる

科目の全てにおいて不可を認めていない。進級においても同様である。また学年にお

ける総欠課時限数が当該学年における年間消化時限数の１５％以内であることも卒

業・進級の認定基準としている。 



  

学修支援等 

（概要） 

・クラス担任制を導入し、個人ごとの対応に努めている 

・補習、再テスト等の実施による習熟度向上対策の実施 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 82人 

（100％） 

1人 

（  1.2％） 

81人 

（  98.8％） 

0人 

（  0％） 

（主な就職、業界等） 

情報処理業界（ＩＴ・ソフトウェア開発） 

（就職指導内容） 

 学校として専任の就職担当者を配置しかつ、クラス担任、就職活動ゼミ担当者による

指導体制を構築している。入学後からの計画的な就職活動準備を行い、教務と連携して

学習内容を活用できる就職内定を目指している。 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

基本情報技術者試験          ２１名 

応用情報技術者試験           ２名 

ＩＴパスポート試験           ４名 

Ｃ言語プログラミング能力認定試験３級 ３８名 

（備考）（任意記載事項） 

 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  174人 4人  2.3％ 

（中途退学の主な理由） 
進路変更など 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

学生、保護者、クラス担任（学校）の情報共有につとめるとともに、専門のカウンセ

ラーによる個別相談を実施するなどしている。 

 

  



  

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

工業 専門課程 CG 技術科 〇  

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

3年 昼 3,060 

単位時間／単位 

90 

単位時間

/単位 

2,970 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間／単位 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

60人 89人 0 人 2人 9人 11人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

 ほぼ全ての授業は演習により構成される。演習科目は実際の技術的操作（画像処理

ソフト）を基本としている。各学年の履修概要は以下の通り。 

 １年次 ２Ｄ・３ＤＣＧ制作の基礎やＷｅｂ制作、広告制作に関する基礎を学ぶ。 

 ２年次 １年次の学習を基礎にし、学習を深める。選択Ａ（ＣＧアニメーション選 

     択）と選択Ｂ（ＷＥＢ選択）により、さらに特化した演習を行う。 

 ３年次 最終学年として、個々の技術をさらに高めとともに、制作演習中心となる。 

     また卒業制作を行い、学習の集大成とする。 

成績評価の基準・方法 

各期末に試験を行う。 

 成績表は、科目ごと４段階評語（優・良・可・不可）、素点（0～100点）による評

価で表す。不可および 59 点以下は不合格となり、単位を修得できない。また、成績

評価をポイントに変換し、その総和の平均値を成績評価指標とする。 

 成績証明書は、４段階評価の評語で表示される。 

評語 素点 意味 ポイント 

優 80～100点 到達目標をほぼ達成している。 4 

良 70～79点 不十分な点は認められるものの、到達

目標を達成している。 
2 

可 60～69点 到達目標の最低限は満たしている。 1 

不可 0～59点 到達目標を充足していない。 0 
成績評価指数= （（4×優の科目数）+（2×良の科目数）+（1×可の科目数））÷科目数 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

本校を卒業する人材は、学則にある「学校教育法に基づき、工業分野における専門教

育による人間性豊かで創造性に富んだ技術者の育成と、商業分野における実務教育や

教育・社会福祉分野における実践教育を中心とした技術・知識教育による知性高く教

養部会有能な職業人や社会人の育成を通して、地域社会の発展に寄与する」ことが教

育目標であり、学科毎の専門教育を学習し、以下の能力等を有している。 

 ・専門分野についての基本的な技術・知識を習得し、社会のその分野の中で活用 

  することができる。 

 ・情報処理、キャリア教育等の基本的なスキルを身に着けている。 

 ・様々な立場の人々と協働して、問題を発見し解決にあたることができる。 

 本科は専門士の認定を受けている。卒業する学生は教育課程表において必須となる

科目の全てにおいて不可を認めていない。進級においても同様である。また学年にお

ける総欠課時限数が当該学年における年間消化時限数の１５％以内であることも卒

業・進級の認定基準としている。 



  

学修支援等 

（概要） 

・クラス担任制を導入し、個人ごとの対応に努めている 

・補習、再テスト等の実施による習熟度向上対策の実施 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 27人 

（100％） 

0人 

（  0％） 

24人 

（  88.9％） 

3人 

（  11.1％） 

（主な就職、業界等） 

県内印刷会社、県外映像制作会社、県外ゲーム制作会社等 

（就職指導内容） 

 学校として専任の就職担当者を配置しかつ、クラス担任、就職活動ゼミ担当者による

指導体制を構築している。入学後からの計画的な就職活動準備を行い、教務と連携して

学習内容を活用できる就職内定を目指している。 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

各学年における各科目において、課題制作や作品制作による授業評価を行っている。 

作品制作を通して各種コンテスト応募を行っている。 

（備考）（任意記載事項） 

 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  118人 2人  1.7％ 

（中途退学の主な理由） 

 精神的理由 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

学生、保護者、クラス担任（学校）の情報共有につとめるとともに、専門のカウンセ

ラーによる個別相談を実施するなどしている。 

 

  



  

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

工業 専門課程 ゲームクリエイト科 〇  

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

3年 昼 3060 

単位時間／単位 

390 

単位時間

/単位 

2,670 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間／単位 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

90人 145人 0 人 3人 10人 13人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

 授業は講義、演習により構成される。講義科目は情報分野における基礎学習、演習

科目は実際の技術的操作（プログラミング・グラフィックス制作等）を基本としてい

る。各学年の履修概要は以下の通り。 

 １年次 ゲーム制作ために必要なコンピュータの基礎、プログラムの基礎、資格 

試験の対策を行う。 

 ２年次 ２Dゲームの制作および、３Ｄゲームの制作に必要な各種演習を行う。 

より実践的な演習科目中心となる。 

 ３年次 ゲーム制作を繰り返し行い、ゲームプログラマ・制作者としての学びを深 

     める。学年の最後に卒業制作を行う。 

成績評価の基準・方法 

各期末に試験を行う。 

 成績表は、科目ごと４段階評語（優・良・可・不可）、素点（0～100点）による評

価で表す。不可および 59 点以下は不合格となり、単位を修得できない。また、成績

評価をポイントに変換し、その総和の平均値を成績評価指標とする。 

 成績証明書は、４段階評価の評語で表示される。 

評語 素点 意味 ポイント 

優 80～100点 到達目標をほぼ達成している。 4 

良 70～79点 不十分な点は認められるものの、到達

目標を達成している。 
2 

可 60～69点 到達目標の最低限は満たしている。 1 

不可 0～59点 到達目標を充足していない。 0 
成績評価指数= （（4×優の科目数）+（2×良の科目数）+（1×可の科目数））÷科目数 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

本校を卒業する人材は、学則にある「学校教育法に基づき、工業分野における専門教

育による人間性豊かで創造性に富んだ技術者の育成と、商業分野における実務教育や

教育・社会福祉分野における実践教育を中心とした技術・知識教育による知性高く教

養部会有能な職業人や社会人の育成を通して、地域社会の発展に寄与する」ことが教

育目標であり、学科毎の専門教育を学習し、以下の能力等を有している。 

 ・専門分野についての基本的な技術・知識を習得し、社会のその分野の中で活用 

  することができる。 

 ・情報処理、キャリア教育等の基本的なスキルを身に着けている。 

 ・様々な立場の人々と協働して、問題を発見し解決にあたることができる。 

 本科は専門士の認定を受けている。卒業する学生は教育課程表において必須となる

科目の全てにおいて不可を認めていない。進級においても同様である。また学年にお



  

ける総欠課時限数が当該学年における年間消化時限数の１５％以内であることも卒

業・進級の認定基準としている。 

 

学修支援等 

（概要） 

・クラス担任制を導入し、個人ごとの対応に努めている 

・補習、再テスト等の実施による習熟度向上対策の実施 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 44人 

（100％） 

0人 

（  0％） 

43人 

（  97.7％） 

1人 

（  2.3％） 

（主な就職、業界等） 

県外ゲーム制作企業 

県内・県外情報処理業界（ＩＴ・ソフトウェア開発） 

（就職指導内容） 

学校として専任の就職担当者を配置しかつ、クラス担任、就職活動ゼミ担当者による

指導体制を構築している。入学後からの計画的な就職活動準備を行い、教務と連携して

学習内容を活用できる就職内定を目指している。 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

応用情報技術者試験            ２名 

基本情報技術者試験           １６名 

Ｃ言語プログラミング能力認定試験３級  ４４名 

                ２級  ４２名 

Ｊａｖａプログラミング能力認定試験３級 ３６名 

（備考）（任意記載事項） 

新学科のため、昨年度の卒業生・卒業実績はない 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  138人 7人  5.1％ 

（中途退学の主な理由） 

進路変更など 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

学生、保護者、クラス担任（学校）の情報共有につとめるとともに、専門のカウンセ

ラーによる個別相談を実施するなどしている。 

 

  



  

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

工業 専門課程 建築科 〇  

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

2年 昼 2,070 

単位時間／単位 

930 

単位時間

/単位 

1,110 

単位時間

/単位 

30 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間／単位 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

60人 80人 1 人 2人 12人 14人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

 本科は２級建築士の受験に必要な学習を行う学科である。一部の科目については国

土交通省に対して申告を行い、認定を受けている。 

 授業は講義、演習により構成される。講義科目は建築・設計における基礎学習から

始め、演習科目は実際の技術的操作（製図、模型作成等）を学ぶ。各学年の履修概要

は以下の通り。 

 １年次 建築学の基礎を学ぶ。５つの基本科目（計画、設備、法規、構造、施工） 

     を学び設計演習へと結びつける。 

 ２年次 １年生での学習を基礎として、さらに内容を深める。また選択Ａ（建築設 

     計）、選択Ｂ（建築施工管理）、選択Ｃ（インテリアデザイン）を用意し、 

     より実務に即した学びを行う。 

成績評価の基準・方法 

各期末に試験を行う。 

 成績表は、科目ごと４段階評語（優・良・可・不可）、素点（0～100点）による評

価で表す。不可および 59 点以下は不合格となり、単位を修得できない。また、成績

評価をポイントに変換し、その総和の平均値を成績評価指標とする。 

 成績証明書は、４段階評価の評語で表示される。 

評語 素点 意味 ポイント 

優 80～100点 到達目標をほぼ達成している。 4 

良 70～79点 不十分な点は認められるものの、到達

目標を達成している。 
2 

可 60～69点 到達目標の最低限は満たしている。 1 

不可 0～59点 到達目標を充足していない。 0 
成績評価指数= （（4×優の科目数）+（2×良の科目数）+（1×可の科目数））÷科目数 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

本校を卒業する人材は、学則にある「学校教育法に基づき、工業分野における専門教

育による人間性豊かで創造性に富んだ技術者の育成と、商業分野における実務教育や

教育・社会福祉分野における実践教育を中心とした技術・知識教育による知性高く教

養部会有能な職業人や社会人の育成を通して、地域社会の発展に寄与する」ことが教

育目標であり、学科毎の専門教育を学習し、以下の能力等を有している。 

 ・専門分野についての基本的な技術・知識を習得し、社会のその分野の中で活用 

  することができる。 

 ・情報処理、キャリア教育等の基本的なスキルを身に着けている。 

 ・様々な立場の人々と協働して、問題を発見し解決にあたることができる。 

 本科は専門士の認定を受けている。卒業する学生は教育課程表において必須となる



  

科目の全てにおいて不可を認めていない。進級においても同様である。また学年にお

ける総欠課時限数が当該学年における年間消化時限数の１５％以内であることも卒

業・進級の認定基準としている。 

 

学修支援等 

（概要） 

・クラス担任制を導入し、個人ごとの対応に努めている 

・補習、再テスト等の実施による習熟度向上対策の実施 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 40人 

（100％） 

0人 

（  0％） 

40人 

（  100％） 

0人 

（  0％） 

（主な就職、業界等） 

地元建築業界（設計事務所、工務店、建設・建築会社等） 

（就職指導内容） 

学校として専任の就職担当者を配置し、かつ、クラス担任、就職活動ゼミ担当者による

指導体制を構築している。入学後からの計画的な就職活動準備を行い、教務と連携して

学習内容を活用できる就職内定を目指している。 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

建築ＣＡＤ検定 ３級    ３０名 

 建築ＣＡＤ検定 ２級    １１名 

２級建築施工管理技術検定  ３４名 

（備考）（任意記載事項） 

新学科のため、昨年度の卒業生・卒業実績はない 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  87人 3人  3.4％ 

（中途退学の主な理由） 

進路変更、家庭の事情 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

学生、保護者、クラス担任（学校）の情報共有につとめるとともに、専門のカウンセ

ラーによる個別相談を実施するなどしている。 

 

  



  

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

工業 専門課程 ＣＡＤデザイン科 〇  

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

2年 昼 2,070 

単位時間／単位 

330 

単位時間

/単位 

1,740 

単位時間

/単位 

 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間／単位 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

40人 35人 0 人 2人 13人 15人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

 授業は、演習を中心により構成される。講義科目はコンピュータの基礎や規格・法

規等を学ぶ基礎学習、演習科目は実際の技術的操作（製図、ＣＡＤソフト活用等）を

基本としている。各学年の履修概要は以下の通り。 

 １年次 コンピュータの基礎、機械製図の基礎、３次元ＣＡＤソフトウェア操作を 

     重点的に学ぶ。 

 

 ２年次 １年次の学習を基礎として、操作技術をより高度化するための演習を行 

     う。特に２次元／３次元設計における技術力向上の演習と確認のための検 

     定受験を行う。学年の後半には、企業様からの設計課題による制作演習を 

     行い、学習の集大成とする。 

成績評価の基準・方法 

各期末に試験を行う。 

 成績表は、科目ごと４段階評語（優・良・可・不可）、素点（0～100点）による評

価で表す。不可および 59 点以下は不合格となり、単位を修得できない。また、成績

評価をポイントに変換し、その総和の平均値を成績評価指標とする。 

 成績証明書は、４段階評価の評語で表示される。 

評語 素点 意味 ポイント 

優 80～100点 到達目標をほぼ達成している。 4 

良 70～79点 不十分な点は認められるものの、到達

目標を達成している。 
2 

可 60～69点 到達目標の最低限は満たしている。 1 

不可 0～59点 到達目標を充足していない。 0 
成績評価指数= （（4×優の科目数）+（2×良の科目数）+（1×可の科目数））÷科目数 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

本校を卒業する人材は、学則にある「学校教育法に基づき、工業分野における専門教

育による人間性豊かで創造性に富んだ技術者の育成と、商業分野における実務教育や

教育・社会福祉分野における実践教育を中心とした技術・知識教育による知性高く教

養部会有能な職業人や社会人の育成を通して、地域社会の発展に寄与する」ことが教

育目標であり、学科毎の専門教育を学習し、以下の能力等を有している。 

 ・専門分野についての基本的な技術・知識を習得し、社会のその分野の中で活用 

  することができる。 

 ・情報処理、キャリア教育等の基本的なスキルを身に着けている。 

 ・様々な立場の人々と協働して、問題を発見し解決にあたることができる。 

 本科は専門士の認定を受けている。卒業する学生は教育課程表において必須となる



  

科目の全てにおいて不可を認めていない。進級においても同様である。また学年にお

ける総欠課時限数が当該学年における年間消化時限数の１５％以内であることも卒

業・進級の認定基準としている。 

 

学修支援等 

（概要） 

・クラス担任制を導入し、個人ごとの対応に努めている 

・補習、再テスト等の実施による習熟度向上対策の実施 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 24人 

（100％） 

0人 

（  0％） 

24人 

（  100％） 

0人 

（  0％） 

（主な就職、業界等） 

地元機械設計企業等（自動車業界、その他機械設計業界） 

（就職指導内容） 

学校として専任の就職担当者を配置しかつ、クラス担任、就職活動ゼミ担当者による指

導体制を構築している。入学後からの計画的な就職活動準備を行い、教務と連携して学

習内容を活用できる就職内定を目指している。 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

３次元ＣＡＤ試験  １級       １４名 

３次元ＣＡＤ試験  ２級       ２２名 

２次元ＣＡＤ試験  １級       １６名 

２次元ＣＡＤ試験  ２級       ２２名 

（備考）（任意記載事項） 

 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  48人 3人  6.3％ 

（中途退学の主な理由） 

進路変更、体調不良 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

学生、保護者、クラス担任（学校）の情報共有につとめるとともに、専門のカウンセ

ラーによる個別相談を実施するなどしている。 

 

  



  

 
分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

商業実務 専門課程 医療事務科 ○  

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

2年 昼 2,070 

単位時間／単位 

1,140 

単位時間

/単位 

840 

単位時間

/単位 

90 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間／単位 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

40人 54人 0 人 3人 12人 15人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

 授業は講義、演習、実習により構成される。講義科目は医療分野における基礎学習、

演習科目は実際の技術的操作（医事コンピュータ操作等）を基本としている。実習で

は各学生が様々な医療機関へ赴き２週間の現場実習を行う。各学年の履修概要は以下

の通り。 

 １年次 医学、医療、医療事務の基礎習得に必要な学習を行う。特に診療報酬請求

事務作業の対応能力育成を中心とした学習となる。他に、救命救急、栄養、介護等に

関する知識についても医療機関従事者として必要となる基礎力育成の学年である。 

 ２年次 診療報酬請求事務のさらなる学習と、電子カルテ等医療文書作成に必要な

スキルや情報技術に関する基礎知識を学ぶ。現場実習(インターンシップ)も実施す

る。 

成績評価の基準・方法 

各期末に試験を行う。 

 成績表は、科目ごと４段階評語（優・良・可・不可）、素点（0～100点）による評

価で表す。不可および 59 点以下は不合格となり、単位を修得できない。また、成績

評価をポイントに変換し、その総和の平均値を成績評価指標とする。 

 成績証明書は、４段階評価の評語で表示される。 

評語 素点 意味 ポイント 

優 80～100点 到達目標をほぼ達成している。 4 

良 70～79点 不十分な点は認められるものの、到達

目標を達成している。 
2 

可 60～69点 到達目標の最低限は満たしている。 1 

不可 0～59点 到達目標を充足していない。 0 
成績評価指数= （（4×優の科目数）+（2×良の科目数）+（1×可の科目数））÷科目数 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

本校を卒業する人材は、学則にある「学校教育法に基づき、工業分野における専門教

育による人間性豊かで創造性に富んだ技術者の育成と、商業分野における実務教育や

教育・社会福祉分野における実践教育を中心とした技術・知識教育による知性高く教

養部会有能な職業人や社会人の育成を通して、地域社会の発展に寄与する」ことが教

育目標であり、学科毎の専門教育を学習し、以下の能力等を有している。 

 ・専門分野についての基本的な技術・知識を習得し、社会のその分野の中で活用 

  することができる。 

 ・情報処理、キャリア教育等の基本的なスキルを身に着けている。 

 ・様々な立場の人々と協働して、問題を発見し解決にあたることができる。 



  

 本科は専門士の認定を受けている。卒業する学生は教育課程表において必須となる

科目の全てにおいて不可を認めていない。進級においても同様である。また学年にお

ける総欠課時限数が当該学年における年間消化時限数の１５％以内であることも卒

業・進級の認定基準としている。 

 

学修支援等 

（概要） 

・クラス担任制を導入し、個人ごとの対応に努めている 

・補習、再テスト等の実施による習熟度向上対策の実施 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 29人 

（100％） 

0人 

（  0％） 

28人 

（  96.6％） 

1人 

（  3.4％） 

（主な就職、業界等） 

県内中部地域を中心とする医療機関（診療所、病院、調剤薬局等） 

（就職指導内容） 

学校として専任の就職担当者を配置しかつ、クラス担任、就職活動ゼミ担当者による指

導体制を構築している。入学後からの計画的な就職活動準備を行い、教務と連携して学

習内容を活用できる就職内定を目指している。 

（主な学修成果（資格・検定等）） 
診療報酬請求事務能力認定試験     ２３名 

電子カルテ実技検定          ２９名 

医師事務作業補助技能認定試験     ２１名 

調剤薬局事務検定試験         ２３名 

（備考）（任意記載事項） 

 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  55人 2人  3.6％ 

（中途退学の主な理由） 

進路変更 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

学生、保護者、クラス担任（学校）の情報共有につとめるとともに、専門のカウンセ

ラーによる個別相談を実施するなどしている。 

 

  



  

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

商業実務 専門課程 デジタル経営学科  ○ 

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

4年 昼 4080 

単位時間／単位 

2,610 

単位時間

/単位 

1,470 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間／単位 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

25人 21人 0 人 1人 8人 9人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

授業は講義、演習により構成される。講義科目は経営・ビジネスに関する知識、大学

における一般教養科目、演習科目は企業や官公庁と連携した地域課題解決の考察を基

本としている。各学年の履修概要は以下の通り。 

 １年次 経営の基礎知識と幅広い一般教養を学び、経営課題解決のための基礎を習

得する。 

 ２年次 統計学、ICTを駆使したデータ分析方法を学び、エビデンスに基づくビジ

ネスプランの構築ができる人材を目指す。 

 ３年次 経営戦略の立案・提案力を磨き、作成した情報を学外に発信する。企業で

の研修を通して、業務の流れを理解する。 

４年次 卒業研究として地域課題解決に取り組む。海外研修を通して、グローバル 

     な視野を持つ人材を育成する。 

成績評価の基準・方法 

各期末に試験を行う。 

 成績表は、科目ごと４段階評語（優・良・可・不可）、素点（0～100点）による評

価で表す。不可および 59 点以下は不合格となり、単位を修得できない。また、成績

評価をポイントに変換し、その総和の平均値を成績評価指標とする。 

 成績証明書は、４段階評価の評語で表示される。 

評語 素点 意味 ポイント 

優 80～100点 到達目標をほぼ達成している。 4 

良 70～79点 不十分な点は認められるものの、到達

目標を達成している。 
2 

可 60～69点 到達目標の最低限は満たしている。 1 

不可 0～59点 到達目標を充足していない。 0 
成績評価指数= （（4×優の科目数）+（2×良の科目数）+（1×可の科目数））÷科目数 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

本校を卒業する人材は、学則にある「学校教育法に基づき、工業分野における専門教

育による人間性豊かで創造性に富んだ技術者の育成と、商業分野における実務教育や

教育・社会福祉分野における実践教育を中心とした技術・知識教育による知性高く教

養部会有能な職業人や社会人の育成を通して、地域社会の発展に寄与する」ことが教

育目標であり、学科毎の専門教育を学習し、以下の能力等を有している。 

 ・専門分野についての基本的な技術・知識を習得し、社会のその分野の中で活用 

  することができる。 

 ・情報処理、キャリア教育等の基本的なスキルを身に着けている。 

 ・様々な立場の人々と協働して、問題を発見し解決にあたることができる。 



  

 本科は専門士の認定を受けている。卒業する学生は教育課程表において必須となる

科目の全てにおいて不可を認めていない。進級においても同様である。また学年にお

ける総欠課時限数が当該学年における年間消化時限数の１５％以内であることも卒

業・進級の認定基準としている。 

 

学修支援等 

（概要） 

・クラス担任制を導入し、個人ごとの対応に努めている 

・補習、再テスト等の実施による習熟度向上対策の実施 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

（主な就職、業界等） 

（就職指導内容） 

 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

（備考）（任意記載事項） 

新学科のため、昨年度の卒業生・卒業実績はない 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  人 人  ％ 

（中途退学の主な理由） 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

 

  



  

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 
教育・社会福祉 専門課程 こども保育科 〇  

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

3年 昼 2,940 

単位時間／単位 

875 

単位時間

/単位 

1,765 

単位時間

/単位 

300 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間

/単位 

単位時間／単位 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

60人 67人 0 人 4人 19人 23人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

  幼稚園教諭、保育士となるための授業を行う。授業は講義、演習、実習により構

成される。講義科目は幼児教育に必要となる基礎理論等を学習、演習科目は実際の技

術的操作（ピアノ、造形等）を基本としている。また幼稚園・保育園・こども園に学

生が赴き、幼児・園児に対しての実務実習を行う。各学年の履修概要は以下の通り。 

 １年次 保育者として必要な基礎理論を学ぶとともに、ボランティアや園見学、保 

     育園への自主実習などを行う。 

 ２年次 さらに保育者としての専門性を高めるため保育心理、社会福祉等について 

     学ぶとともに、幼稚園への教育実習を行う。 

 ３年次 知識、技術を広げ、教育・保育実習や施設実習で実践的なクラス運営を 

     学ぶ。 

成績評価の基準・方法 

各期末に試験を行う。 

 成績表は、科目ごと４段階評語（優・良・可・不可）、素点（0～100点）による評

価で表す。不可および 59 点以下は不合格となり、単位を修得できない。また、成績

評価をポイントに変換し、その総和の平均値を成績評価指標とする。 

 成績証明書は、４段階評価の評語で表示される。 

評語 素点 意味 ポイント 

優 80～100点 到達目標をほぼ達成している。 4 

良 70～79点 不十分な点は認められるものの、到達

目標を達成している。 
2 

可 60～69点 到達目標の最低限は満たしている。 1 

不可 0～59点 到達目標を充足していない。 0 
成績評価指数= （（4×優の科目数）+（2×良の科目数）+（1×可の科目数））÷科目数 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

本校を卒業する人材は、学則にある「学校教育法に基づき、工業分野における専門教

育による人間性豊かで創造性に富んだ技術者の育成と、商業分野における実務教育や

教育・社会福祉分野における実践教育を中心とした技術・知識教育による知性高く教

養部会有能な職業人や社会人の育成を通して、地域社会の発展に寄与する」ことが教

育目標であり、学科毎の専門教育を学習し、以下の能力等を有している。 

 ・専門分野についての基本的な技術・知識を習得し、社会のその分野の中で活用 

  することができる。 

 ・情報処理、キャリア教育等の基本的なスキルを身に着けている。 

 ・様々な立場の人々と協働して、問題を発見し解決にあたることができる。 

 本科は専門士の認定を受けている。卒業する学生は教育課程表において必須となる



  

科目の全てにおいて不可を認めていない。進級においても同様である。また学年にお

ける総欠課時限数が当該学年における年間消化時限数の１５％以内であることも卒

業・進級の認定基準としている。 

 

学修支援等 

（概要） 

・クラス担任制を導入し、個人ごとの対応に努めている 

・補習、再テスト等の実施による習熟度向上対策の実施 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 24人 

（100％） 

0人 

（ 0 ％） 

24人 

（  100％） 

0人 

（  0％） 

（主な就職、業界等） 

 

（就職指導内容） 

学校として専任の就職担当者を配置しかつ、クラス担任、就職活動ゼミ担当者による指

導体制を構築している。入学後からの計画的な就職活動準備を行い、教務と連携して学

習内容を活用できる就職内定を目指している。 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

保育士               ２１名 

幼稚園教諭             ２０名 

認定絵本士講座           ２４名 

ＭＯＳ（Word2016）         ２１名 

ＭＯＳ（Excel2016）         ２２名 

（備考）（任意記載事項） 

 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  67人 3人  4.5％ 

（中途退学の主な理由） 

進路変更など 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

学生、保護者、クラス担任（学校）の情報共有につとめるとともに、専門のカウンセ

ラーによる個別相談を実施するなどしている。 

 

  



  

②学校単位の情報 

ａ）「生徒納付金」等 

学科名 入学金 
授業料 

（年間） 
その他 備考（任意記載事項） 

みらい情報科 250,000 円 920,000 円 円  

デジタル経営学科 250,000 円 920,000 円 円  

コンピュータ科 250,000 円 920,000 円 円  

ＣＧ技術科  960,000 円 円 募集停止しているため、2･3 年生

のみ 

ゲームクリエイト科 250,000 円 920,000 円 円  

建築科 250,000 円 920,000 円 円  

ＣＡＤデザイン科 250,000 円 920,000 円 円  

医療事務科 250,000 円 920,000 円 円  

こども保育科 200,000 円 700,000 円 円  

修学支援（任意記載事項） 

本校では人物、学力に優れ、他の模範となるであろうと認められる者に対し、学費を優

遇する特待生制度がある。本校の行う特待生入試の試験結果に基づき特待生・準特待生

Ａ・準特待生Ｂ・準特待生Ｃを認定する。 

 

 

ｂ）学校評価 
自己評価結果の公表方法 

（ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法） 

https://www.sangi.ac.jp/disclosure/ 

学校関係者評価の基本方針（実施方法・体制） 

本校における学校関係者評価は、年度の教育活動をまとめた自己点検評価報告書につ

いて外部の学校関係者から意見をいただき、学校教育に反映させることにより、教育

活動及び学校運営をより良いものに改善することを目的として実施している。 

 

 ・主な評価項目 

  (1)教育理念・目標 (2)教育活動 (3)教育成果 (4)学生支援 (5)教育環境  

  (6)学生の募集と受入れ (7)教職員組織、学校運営・管理、財務、法令等の遵守 

  (8)社会貢献・地域貢献、国際交流 

 

 ・評価委員会の構成 

   定員：11名（企業：8名 卒業生：2名 地域・教育関係：1 名） 

 

 ・評価結果の活用方法 

   評価結果について、校長（責任者）を中心とした運営委員会で改善方策を検討し、 

  可能な範囲で可能な限り早期に改善を実施する。 

 

 

 

 

 

 



  

学校関係者評価の委員 

所属 任期 種別 

トヨタカローラ静岡㈱ 令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

卒業生 

㈱アイティエス 令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

卒業生 

鈴与システムテクノロジー㈱ 令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

企業委員 

㈱エイエイピー 令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

企業委員 

㈱松尾鉄工所 令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

企業委員 

医療法人社団チーム HSK 令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

企業委員 

静岡県立科学技術高等学校 令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

地域・教育関係 

ライフプラザパートナーズ㈱ 令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

企業委員 

社会福祉法人静岡慈恵会 春日保育園 令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

企業委員 

㈱ORENDA WORLD 令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

企業委員 

㈱杜建築設計事務所 令和 6年 4月 1日～ 

令和 7年 3月 31日 

企業委員 

学校関係者評価結果の公表方法 

（ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法） 

https://www.sangi.ac.jp/disclosure/ 

第三者による学校評価（任意記載事項） 

 

 

ｃ）当該学校に係る情報 
（ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法） 

https://www.sangi.ac.jp/disclosure/ 

 



（別紙）

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※

１．前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

※

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄（合計欄を含む。）について、該当する人数が1人以上10人以
下の場合には、当該欄に「－」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載する
こと。

本表において、第Ⅰ区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分、第Ⅳ区分とは、それぞれ大学等における修
学の支援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項第１号、第２号、第３
号、第４号に掲げる区分をいう。

２．前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認定の取
消しを受けた者の数

（１）偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたことにより
認定の取消しを受けた者の数

年間

99人

後半期

90人

57人

8人

0人

学校名（〇〇大学 等）

設置者名（学校法人〇〇学園 等）

静岡産業技術専門学校

学校法人　静岡理工科大学

前半期

支援対象者（家計急変
による者を除く）

94人

48人第Ⅰ区分

第Ⅱ区分 30人 25人内
訳 16人

0人

家計急変による
支援対象者（年間）

0人

99人

第Ⅲ区分

第Ⅳ区分

合計（年間）

学校コード（13桁） H122310000223

（備考）

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したことによ
り認定の取消しを受けた者の数

年間 0人



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

年間 前半期 後半期

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

３月以上の停学 0人

年間計 -

上記の（２）のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成績が著
しく不良であることについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められず、遡って認
定の効力を失った者の数

右以外の大学等
短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻科を含む。）、高
等専門学校（認定専攻科を含む。）及び専門学校（修業年限が２年以
下のものに限る。）

0人 0人 0人

- 0人 0人

0人 0人

- 0人 0人

退学 -

右以外の大学等

後半期前半期年間

（備考）

（備考）

修業年限で卒業又は修了で
きないことが確定

修得単位数が標準単位数の
５割以下
（単位制によらない専門学校に
あっては、履修科目の単位時間数
が標準時間数の５割以下）

出席率が５割以下その他学
修意欲が著しく低い状況

0人 0人 0人

0人 0人 0人

「警告」の区分に連続して
該当

（３）退学又は停学（期間の定めのないもの又は３月以上の期間のものに限る。）の処分を
受けたことにより認定の取消しを受けた者の数

計

0人

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

４．適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

計 - 0人 15人

出席率が８割以下その他学
修意欲が低い状況

0人 0人 0人

（備考）

修得単位数が標準単位数の
６割以下
（単位制によらない専門学校に
あっては、履修科目の単位時間数
が標準時間数の６割以下）

0人 0人 0人

ＧＰＡ等が下位４分の１ - 0人 15人

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）

年間 前半期 後半期

訓告 0人

年間計 0人

３．前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学生認定
の効力の停止を受けた者の数

停学（３月未満の期間のものに限る。）又は訓告の処分を受けたことにより認定の効力の
停止を受けた者の数

３月未満の停学 0人

（備考）
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